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①社会化（学力・能力・パーソナリティ形成）の危機 → 学力低下や引きこもり 

②人材の選抜と配分（職業世界への円滑な移行）の危機 → フリーターや無業者の増加 

③社会化と選抜・配分を通した平等社会の実現における危機 → 社会格差の拡大 

 

１．JELS について 

1）調査研究の趣旨と社会的意義 

JELS は、学齢期から成人期までを対象とした、わが国で初めての本格的な追跡研究です。 

 

目的と必要性 

JELS は、人間の生涯の発達過程の中で、小学校から成人期の入り口を経て、職業生活の初期段階

までの長期にわたる過程を対象としています。子どものさまざまな発達の態様（学力・能力、ア

スピレーション、進路、学歴、職業、地位達成）と、家族、学校教育、学校外教育、社会文化的

環境との相互作用を包括的な枠組みによってとらえることが目的です。 

  

 21 世紀初頭の変動社会におけるトランジッション・教育システムの“危機”は、つぎのような

次元で見られます。 

 

 

 

 

 

 

どの現象も成人期への円滑な移行という観点から見て、そのあり方を再検討することが必要と

されています。子どもの発達過程について縦断的な研究は、これらの危機の諸相を、家族や学校、

学校外教育などのマクロな社会文化的環境との関わりにおいて考え、危機を克服するための教育

システムを構築する処方箋を描くうえで、必須なものです。 

 

問題枠組 

 

学校家族 職業生活・家庭生活
・社会生活

経済的状
況

文化的環
境

家族構造

人間関係

学力

学習行動

進路選択

学校生活

学校外学
習

就業形態

逸脱

職業

パーソナリ
ティ

価値観

社会生活

余暇

生殖家族
の形成

教授方法

進路指導
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JELS の特徴 

①追跡研究（縦断的調査） 

 同じ青少年を、学齢期から成人社会まで追跡します。 

②定点観測（横断的研究） 

同じ地域、同じ学校の児童生徒を時系列的に調査し、青少年と学校教育の定点観測を行います。 

③トランジッション（移行）研究 

小学校低学年から高学年へ、小学校から中学校へ、中学校から高校へ、高校から実社会、ある

いは高等教育へ、学校から職業世界へ。さまざまな青少年問題を、そうした「トランジッショ

ン（移行）危機」としてとらえ、危機を克服する処方箋を探ります。 

④多様な「学力」の測定 

 指導要領に準拠した「学業達成」だけでなく、パフォーマンス・アセスメント（performance 

assessment: PA）、新学力観に基づく学力など、多様な「学力」の測定を試みます。 

⑤社会・文化的要因の探求 

 青少年の発達と、学校教育、家庭、労働市場などとの相互関連を、社会学的に探求します。と

くに、学校における学習指導・適応指導・進路指導との関わり、家庭教育や家庭環境との関連、

就職支援のあり方などを重視します。 

⑥社会及び実践現場への研究成果の換言 

 得られたデータを学術研究のために公開し、学校教育を中心とする実践現場にフィードバック

して、臨床的な問題解決をするための方途を探ります。 

 

教育困難と対処のモデル図 

家庭

★子どもや子どもの教育に
対する関心の低さ

★親子関係の機能不全

★経済・人間関係ストレス
★夫婦間の関係悪化
★両親の低学歴・無職

★教師－生徒関係に困難
★読み書き・計算力の低さ
★不登校・引きこもり

★教育制度からの早期離脱
★低学歴・無資格
★非熟練労働
★不連続就労

★失業・無業
★反社会的行動・逸脱
★社会的排除

DOWNWARD
CYCLE

☆家庭環境への
福祉制度による対応

☆家庭－学校の連携
☆両親の強い教育期待

☆教師の理解

☆初職定着指導
☆職業スキル形成機会の提供

☆教育機会の提供

PROTECTIVE
FACTORS

学校

社会
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調査研究の社会的意義 

 

①キャリア教育への提言 

1990 年代を通じて、それまで円滑だった学校から職業世界への若者たちの移行メカニズムにほ

ころびが生じてきました。たとえば、高校段階では１割強の生徒たちが、不安定な労働条件の

フリーターとして学校と職業世界の狭間にさまよい出て行っています。JELS は、変動する労働

市場に適合的な教育システムや指導・社会的支援のあり方を提言していきます。 

 

②学力格差の状況と原因を探る 

マスコミを舞台として、いわゆる学力低下論が主張されています。青少年の学力の実態を継時

的にとらえるための基礎的データの収集を通じて、学力低下の事実そのものを検討するととも

に、家庭的背景による学力格差の状況と格差の出現メカニズムについての実証的なデータを収

集します。文部科学省などの行政による学力調査は大規模ですが、学力格差の原因を探ろうと

いう視点はありません。その検討は研究者にしかできないものなのです。 

 

③子どもの将来への学力の影響を探る 

これまで、人々の社会的地位達成のあり方を決める上での学力の重要性は認識されていながら、

学力の形成とそれが分化するメカニズムは十分に明らかにされてきたとは言えません。また、

小さいころの学力がどの程度、その後の地位達成を約束することになるのかについてもあまり

研究されていません。 

 

④子どもの将来への家族の影響を探る 

学力形成、学歴獲得、職業獲得、社会的地位達成にとって、「家族」は基本的な重要性を持って

います。しかし、これまでの研究の多くは、家族の経済、文化、家族構造について、きわめて

限られた側面しか考えてきませんでした。本研究では、保護者からのデータという信頼性の高

いデータを集めることによって、これらの側面を総合的に明らかにしていきます。 

 

⑤教育政策の影響を探る 

現下の教育政策は、「ゆとり教育」路線と「教育自由化（規制緩和）」路線を両輪として、進め

られてきました。子どものさまざまな発達態様と、教師によるペダゴジー（教授内容と方法）

の関連を明らかにし、教育政策が子どもにどんな帰結をもたらしているのかを引き続き検討し

ます。教育政策の方向の妥当性を問う基礎的データを得ることができるのです。 

 

⑥社会的競争の仕組みを検討する 

もし、学力や学歴の社会的格差や職業的配分の社会的格差が、家庭的背景などの人々の努力の

及ばないメカニズムによって生み出されているとすれば、私たちの社会は、人びとの努力と結

果が公平に将来に影響するような社会（メリトクラシー社会）とは言えません。社会での競争

において、一部の特権的な人びとは初めから優位な位置におり、それに対して、過大な努力を

強いられる人びとがいるとすれば、それは不平等な社会にほかなりません。 

JELS は①から⑤の検討を通じて、現代日本社会における人々の地位達成のあり方、社会的資

源配分のあり方に関して、精度の高い観察と、家族、教育、職業社会を包括したインプリケー

ションを得ることが期待できます。そこから「幻想としてのメリトクラシー社会 日本」を描き

出し、現在の社会的競争の仕組み自体に検討を加えることも、JELS に期待されることの一つな

のです。 
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2）JELS の調査設計 

（第三次調査）（第一次調査） （第二次調査）

児童質問紙調査
国語・算数学力調査
保護者調査
担任調査

児童質問紙調査
国語・算数学力調査
保護者調査
担任調査

生徒質問紙調査
国語・算数学力調査
保護者調査
担任調査

質問紙調査
（職業生活・
　　　学生生活）

児童質問紙調査
国語・算数学力調査
保護者調査
担任調査

生徒質問紙調査

家族形成調査
質問紙調査
（職業生活・
　　　学生生活）

質問紙調査
（職業生活・
　　　学生生活）

生徒質問紙調査

WAVE 1
2003

WAVE 2
2006

WAVE 3
2009

《定点観測》

●同じ 地域、
同じ 学校の、
異なる 時期の
児童生徒を時
系列的に調査
する こ と で、
青少年と 学校
教育の定点観
測が可能にな
る 。

●時期によ る
相違点や共通
点を見出すこ
と によ り 、 青
少年の発達と
学校教育、 家
庭、 労働市場
など と のあり
方を社会学的
に探求する 。

《追跡研究（縦断的調査）》

●同じ 青少年を、 学歴から 成人社会ま で追跡する こ と ができ る 。

●小学校低学年－小学校高学年－中学校－高校－実社会／高等教育、 学校から 職業世界
への「 ト ラ ンジッ ショ ン（ 移行） 」 における 、 青少年のさ ま ざまな「 危機」 について、
こ れを克服する 処方箋を探る 。

小
３

小
６

高
３

生徒質問紙調査
国語・数学学力調査
保護者調査
担任調査

生徒質問紙調査
国語・数学学力調査
保護者調査

生徒質問紙調査
数学学力調査
保護者調査
学校調査

中
３

終了

児童質問紙調査
国語・算数学力調査

担任調査

児童質問紙調査
算数学力調査
保護者調査
担任調査

児童質問紙調査
算数学力調査
担任調査

終了

 
 
 
※Ｃエリアでは、Wave 1 は 2004 年、Wave 2 は 2007 年に実施。 
 
 
 



 7

質問紙調査 

・児童・生徒質問紙調査（小学校３年生、６年生、中学校３年生、高校３年生） 

   ①学習行動と意識 授業の理解度 教科の選好・有用感 授業タイプ 興味・関心の所在 成績

の自己評価 成績アスピレーション 能力評価 

②学校生活 遅刻・欠席の頻度 部活動参加 学校適応 

③学校外生活 逸脱的な行動 文化的活動・接触 家庭学習頻度・時間 学校外学習機会（通塾

等）こづかい・アルバイト収入 消費生活 

④進路意識 卒業後の進路希望 希望する学歴 職業希望 内定進路（高３） 求職活動（高３） 

進路指導の状況（高３） 

⑤自己概念・価値観・社会観 自己尊厳 結婚観・性役割 社会観（競争、公平感など） 社会

的成功の要因 

⑥家庭・家庭的背景 家庭の雰囲気 文化的資本 保護者の学歴期待 

・担任教員質問紙調査 

①教育目標・指導上の課題 学年の学習教育目標 学習指導上の課題 学級運営上の課題 

②クラスのようす 

③学習指導 授業のタイプ 授業方法で重視していること 宿題指導 評価 

・保護者質問紙調査 

学力調査 

・算数／数学学力調査 

   アチーヴメント・テスト（AT） 

   パフォーマンス・アセスメント（PA） 

・国語学力調査 

教員対象ヒアリング調査 

・担任教員ヒアリング調査 

・進路指導教員ヒアリング調査（高校３年生） 

・教務担当教員ヒアリング調査（高校３年生） 

3）調査の内容 

JELS ではこれまで次の調査を実施してきました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）学力調査の特徴 

①多様な「学力」の測定 

学力調査（国語、算数／数学）では多様な「学力」の測定を目指しています。指導要領に準拠

した「学業達成」だけでなく、パフォーマンス・アセスメント（PA）や新学力観にもとづく学

力など、多様な「学力」の測定を試みます。 

②思考や解決のプロセスを測定 

PA と従来のテストとの違いは、従来のテストが答えを測定していたのに対して、PA では思考・

解決のプロセスや表現の仕方（パフォーマンス）を測定する点にあります。思考や解決のプロ

セスは、新学力観の導入以後、教育目標や学習活動として重視されるようになってきています

が、それに合った評価方法はまだ十分に開発されているとはいえません。PA はそうした評価方

法として、近年、注目されているものです。 

③学力の規定要因を解明 

また、児童・生徒質問紙調査や、担任教員調査、保護者調査のデータと学力をクロスさせるこ

とによって、児童・生徒の学習意識・行動、学校外学習、家庭の文化的環境、教員の教授方法

などと学力の関連を検討することができます。 
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④子どもの学力の変化の原因を究明 

時系列的な追跡調査によって、同一の児童・生徒の学力の変化が明らかになるとともに、その

変化を規定する社会的・文化的要因の影響も浮かび上がることが期待されます。 

 

新しい学力測定の例 （算数・数学 パフォーマンス・アセスメント） 

 

 

 

 

 

 

（資料提供：日本大学工学部 鈴木京子氏） 

 

5）研究成果とデータの還元 

①研究成果は、『JELS 報告書』などの学術図書として、あるいは市販図書を通じて、学会のみな

らず広く社会的に発信します。 

②私たちが行う調査研究は、文部科学省によるグローバルＣＯＥ事業の趣旨に則り国際的な学術

研究拠点の形成に資するものである必要がありますが、同時に、研究成果を教育現場等に還元

するという観点から、調査にご協力をいただく教育委員会等の行政機関にとって、また学校教

育現場にとって、有用なデータを提供する責務を負うと認識しています。そのため、次のよう

な情報・データを提供いたします。  

(1)児童生徒調査の集計結果 

(2)学力調査の集計結果  

(3)校内研修等での結果の報告 

③研究結果は、個別児童生徒名はもちろん、個別学校名も特定できない形で公表いたします（お

茶の水女子大学附属学校に限っては学校名を特定）。 

 

JELS2003 での結果報告会 

 

 

 

 

 

 

 

 

JELS2006 での結果報告会 

 

 

 

 

 

 

 

小３PA 問題の例 

土曜日の子ども会に 20 人の児童が参加しました。12 個のりんごと 15 個のバナナがおやつとして準

備されていたので、一人が教室の片側からりんごを、もう一人が反対側からバナナを順番に一人ひ

とつずつ配って行きました。どの子どもも少なくともひとつの果物を受け取りました。果物はすべ

て配られたとしたら、何人の子どもが２つの果物を受け取ったでしょうか。どのように考えたのか、

分るように説明しなさい。              

 

2004 年 6 月 Ａエリア 小中学校校長説明会  

11 月 お茶の水女子大学附属学校 セミナー  

12 月 Ｂエリア 高校校長説明会  

2005 年 3 月 Ｃエリア 小中学校校長説明会  

5 月 Ｃエリア 高校教員説明会  

9 月 Ａエリア 小学校校長説明会  

 

2006 年 7 月 Ａエリア 小中学校校長説明会 

7 月 Ａエリア 高等学校校長説明会 

8 月 Ａエリア 算数・数学ＰＡ学力調査講習会 

2007 年 9月 Ａエリア 小中学校校長説明会 

11 月 Ａエリア 小中学校教員説明会 
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資料 結果速報（パンフ）例（お茶の水女子大学附属小学校６年生） 
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6）人権・プライバシーへの配慮 

国際水準にある研究成果を出し、現場でも有用な質の高いデータを集めるために、児童・生徒の

質問紙調査だけではなく学力調査、担任教員調査、保護者質問紙調査を組み合わせて、児童・生

徒の発達とそれを取り巻く社会・文化的環境についての包括的な情報を得る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①質問紙への記名の必要性 

児童・生徒の発達について知るためには、時系列的な追跡調査を行わなければなりません。JELS では

小学校３年生が職業生活に入るまでの追跡調査を予定しています。追跡調査では、児童・生徒の前回

の調査結果とつぎの調査結果を合致させることが必要になるため、質問紙や学力調査への記名、また

誕生日や電話番号などの必要最小限の情報が必要となります。さらに、調査結果の報告や保護者への

調査を郵送するため、住所を記入してもらうことも必要です。 

 

②家庭的背景をたずねる質問の必要性 

児童・生徒の発達に影響するさまざまな環境を把握する必要があるため、家庭的背景についても必要

最小限のデータも得る必要があります。 

 

③プライバシーへの配慮 

日本における学術的な調査研究においては、残念ながらこれまで、調査対象者の人権を擁護し、プ

ライバシーに配慮するシステマティクな態勢が、必ずしも十分に整備されているとはいえない状況

にありました。 

私たちはこうした現状に鑑み、諸外国における研究倫理やプライバシー保護の状況を蒐集・検討

した結果、「お茶の水女子大学 COE 研究倫理委員会」を立ち上げ、すべての調査研究をこの委員会に

おける審査を経た上で実施する態勢を整備しました。 

研究倫理委員会において審査の対象となっているのは、次のような事項です。 

(1)研究の社会的な意義 

(2)個人的属性等、プライバシーに抵触する情報収集の必要性の評価 

(3)人権擁護、プライバシー保護の観点から見た、調査方法、成果公開方法の妥当性 

(4)データの管理態勢（情報漏洩を防ぐ態勢） 

    本調査は、データの収集、管理、公表等すべてについてこの規定に基づいて実施しています。 

  さらに、研究者自身が研究倫理への十分な配慮を行うことはもとより、調査実務はプライバシーの

保護制度に適合する認定を受けている調査会社に委託し、個人情報保護法にもとづき、個人名、学校

名の保護に最大の配慮を行っています。 
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2．JELS2003,JELS2006 調査と研究成果 

1）JELS2003、JELS2006 調査の概要 

Ａエリア 関東地方 

JELS2003 

  2003 年 小学３年生、６年生、中学３年生、高校３年生対象質問紙調査 

 担任教員質問紙調査 

  2004 年 2003 年児童・生徒質問紙調査対象者の保護者質問紙調査 

JELS2006 

  2006 年 小学３年生、６年生、中学３年生、高校３年生対象質問紙調査、 

  質問紙調査対象者（小６、中３）の保護者質問紙調査 

2003 学校数 配布数 回収数 回収率（％） 2006 学校数 配布数 回収数 回収率（％） 

小３ 14 1161 1118 96.3 小３ 14 1205 1165 96.7 

小６ 14 1202 1164 96.8 小６ 14 1275 1260 98.8 

中３ 8 1128 1057 93.7 中３ 8 1244 1163 93.5 

高３ 10 1969 1438 73.0 高３ 10 2309 2044 88.5 

保護者 － 3058 920 30.1 保護者 － 2428 1133 46.7 

  

 

Ｂエリア 東北地方 

JELS2003 

  2003 年 高校３年生対象質問紙調査 

 学校数 配布数 回収数 回収率（％） 

高３ 7 1414 1077 94.4 

 

 

Ｃエリア 東北地方 

JELS2003 

  2004 年 小学３年生、６年生、中学３年生、高校３年生対象質問紙調査 

 担任教員質問紙調査、調査対象者の保護者質問紙調査 

JELS2006 

  2007 年 小学３年生、６年生、中学３年生、高校３年生対象質問紙調査、 

  質問紙調査対象者（小３、小６、中３）の保護者質問紙調査 

2003 学校数 配布数 回収数 回収率（％） 2006 学校数 配布数 回収数 回収率（％） 

小３ 21 935 921 98.5 小３ 30 1103 1017 92.2 

小６ 21 974 962 98.8 小６ 30 1104 996 90.2 

中３ 8 1022 968 94.7 中３ 11 1148 915 79.7 

高３ 6 1194 1150 96.3 高３ 6 1015 950 93.6 

保護者 － 4125 1512 36.7 保護者 － 3355 2913 86.8 
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お茶の水女子大学附属学校 

JELS2003 

  2003 年 小学３年生、６年生、中学３年生、高校３年生対象質問紙調査 

          担任教員質問紙調査     

  2004 年 2003 年調査対象者の保護者質問紙調査 

JELS2006 

  2006 年 小学校６年生、中学３年生、高校３年生対象質問紙調査、 

  質問紙調査対象者（小６、中３）の保護者質問紙調査 

2003 配布数 回収数 回収率（％） 2006 配布数 回収数 回収率（％） 

小３ 118 117 99.2 小３ - - - 

小６ 127 123 96.9 小６ 131 130 99.2 

中３ 135 132 97.8 中３ 132 130 98.5 

高３ 118 112 94.9 高３ 117 109 93.2 

保護者 484 298 61.6 保護者 263 181 68.8 

 

2）研究成果 

刊行報告書 

『JELS 第１集 2003 年基礎年次調査報告（児童・生徒質問紙調査）』2004 

『JELS 第２集 国語学力調査報告』2004 

『JELS 第３集 算数・数学学力調査報告』2004 

『JELS 第４集 細分析論文集(1)』2005 

『JELS 第５集 中学校・高等学校学力調査報告』2005 

『JELS 第６集 お茶の水女子大学附属学校 学力調査報告』2005 

『JELS 第７集 2003 年基礎年次報告書（児童・生徒質問紙調査、保護者質問紙調査）』2006 

『JELS 第８集 Ｃエリア基礎年次報告書』2006 

『JELS 第９集 Ｃエリア算数・数学学力調査報告』2007 

『JELS 第 10 集 細分析論文集(2)・Ｃエリア国語学力調査報告』2007 

『JELS 第 11 集 Ａエリア Wave2 調査報告』2008 

『JELS 第 12 集 海外学会発表レポートおよびＣエリア Wave2 調査報告』2009 

 

これまでの知見（一部） 

①家族、家庭生活、価値意識、自尊感情について 

(1)子どもの家庭状況･価値意識･自尊感情の学年･性別比較を行った。学年進行と共に、親は「勉

強しなさい」という「勉強をみる」など直接的な教育指導を行わなくなり、「勉強部屋」など

の環境設定に重点を置く傾向があった。子どもの認知する「家庭の雰囲気」には、「ほとんど

毎日「勉強しなさい」といわれる」ことが負の影響、「自分の家では、食事を大切に考えてい

る」、「家の人は、近所づきあいを大切にしている」ことが正の影響を優位に与えていたこと、

「家庭の雰囲気」と子ども自尊感情が有意に相関していたことを明らかにした。 

(2)子どもの家庭生活状況･通塾状況・「家庭の雰囲気」の学年･性別比較を行った。その結果、

男子は「経済的支援」、女子は「人との交流」を自分の家庭で重視していると評価していたが、

小６･中３という時期は、「家庭の雰囲気」、受験塾や家での勉強頻度に性差はみられず、性

別による家庭生活の差が少ない時期であることが明らかになった。 
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②職業意識形成 

(1)子どもが特定の「しごと」をやりたいという理由について、「好き（だから）」「人のため

（になる）」「夢（だから）」という３つのキーワードに注目し、これらの言語的資源の利用

がどのような問題を孕むのかを考察した。考察の結果、以下の２点を指摘した。1)「好き」を

理由にしたり、「やりたいこと」が他にあると主張したりするこれらの言語的資源は、個人の

内在的な動機であるがゆえに、他者からの介入を困難にするという点に問題があることは先行

研究でも指摘されているが、とりわけ職業意識の発達過程にある小中学生にとっては、結果的

に放任されることにより、職業についてこれ以上深く考えない（＝判断停止）可能性があると

いう点でより問題が大きい。2)また、「しごと」を志望する理由として特徴的に「好き」や「人

のため」という言語的資源を用いる割合が高い「しごと」があり、特定の集団がそれを志向す

る傾向がある場合、その帰結には重大な違いが生じる可能性がある。 

(2)Ａエリアの小中高校生のデータを用い、子どもの職業観を親の職業に対する見方から探り、

性別によって意味づけがどのように異なるのかを明らかにした。結果、男子の方が母の「しご

と」に関心が薄い一方、女子の方が親の「しごと」を認識してもそれに向き合うことが少なく、

自分の好みや興味に従って「しごと」を「評価」する傾向にあった。このような性別差は、将

来の生活に影響がある恐れがあると指摘した。 

(3)子どもの職業志望の理由として「好きだから」という言説が、特定の職業を志望する者、と

りくに性別に偏って用いられることに注目し、「好きだから」言説が感情労働と女性性に非常

に適合的であることから、キャリア教育で子どもに好きなものだけを追求させることは、問題

があると指摘した。 

 

③学力・家庭的背景・進路について 

(1)ＡエリアとＣエリアの比較検討結果によれば、学力形成過程のありよう、とりわけ家庭的背

景との関連は、地域によって一様ではない。これまで、学力形成の社会的メカニズムを明らか

にして、家庭的背景と学力の結びつきに警鐘をならしてきた。しかしながら、それらの結果は、

もっぱら大都市圏およびその周辺都市における調査結果に基づくものであった。たしかにＣエ

リアにおいても父学歴は学力の重要な規定要因ではあったが、受験塾を欠くこの地域では家庭

的背景が学力に対する決定的な影響力を持つとはいえない。この意味で、われわれが発してき

た警鐘がけっして無意味なものだったとはいえないにせよ、その範囲は限定されねばならな

い。私立中学校の有無、そこへの進学準備の必要性、それに対応した家庭の教育戦略（特定の

階層に対してアスピレーションを鼓舞）等に関する地域的環境の差異が、学力形成過程の決定

的な差をもたらしていると考えられる。このことは学力形成を介した人々の社会的地位達成過

程に大きな地域差があることを予測させる。 

(2)Ａエリアにおいて、ATは家庭での学習時間（個人の努力）のみならず、家庭的背景（父学歴）

によって、また受験塾への通塾の有無ときわめて強い相関を持つ。受験塾通塾が、一定の家計

水準を必要としまた強い学歴期待と結びついていることを考慮すると、AT 的テストによる選

抜は、家庭の経済的・文化的条件による選抜だといってよい。（AT によって測定された）学

力は、家庭的背景の代理指標である。この意味で、AT に準拠した学力選抜は、社会階層再生

産の一翼を担うメカニズムを構成している。既存の学校教育制度は地域的多様性を持つが、と

りわけ大都市圏とその近郊のそれは、AT 的テストによって選抜されたこの意味での高学力者

を実質６年制中等教育機関によって庇護し、進路選択と将来の可能性を差異化し、格差を拡大

する結果をもたらしている可能性がある。 
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雑誌・新聞 

JELS 調査はつぎのようなメディアでも取り上げられています。一部をご紹介いたします。 

朝日新聞（朝刊）2004.12.26 ６面 
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『内外教育』2004.9.21  時事通信社 
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読売新聞（朝刊） 2004.9.12 38 面 

 

 

 

読売新聞（朝刊） 2004.9.14 １面 
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資料 グローバルＣＯＥプログラムについて  

グローバル COE プログラム 国際的に卓越した教育研究拠点形成のための重点的支援 

お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科人間発達科学専攻は、平成 19 年度からの５年間、文

部科学省より「グローバル COE プログラム」に採択され、『格差センシティブな人間発達科学の創成』

をテーマとした、国際的な研究拠点形成事業に取り組んでおります。心理学、教育科学、社会学など

の複数の学問領域が連携して、発達の時間軸を貫く格差の再生産構造を浮かび上がらせるとともに、

その解明と構造転換への道筋を探究することをめざすとともに、この領域での国際的な研究拠点を形

成することが目的です。 

 

「グローバル COE プログラム」は、平成 14 年度から文部科学省において開始された「21 世紀 COE プロ

グラム」の評価・検証を踏まえ、その基本的な考え方を継承しつつ、我が国の大学院の教育研究機能

を一層充実・強化し、国際的に卓越した研究基盤の下で世界をリードする創造的な人材育成を図るた

め、国際的に卓越した教育研究拠点の形成を重点的に支援し、国際競争力のある大学づくりを推進す

ることを目的とする事業です。平成 19 年度には 63 件のプログラムが採択されています。 

 

  

グローバル COE プログラムの研究教育拠点の選定基準 

①学長を中心としたマネジメント体制による指導力の下、大学の特色を踏まえた将来計画と強い実行

力により、国際的に卓越した教育研究拠点を形成する計画であること。 

②このグローバルCOEプログラムで行う５年間の事業が終了した後も、国際的に卓越した教育研究拠点

としての継続的な教育研究活動が自主的・恒常的に行われることが期待できる計画であること。 

③研究プロジェクトではなく、世界最高水準の優れた研究基盤や特色ある学問分野の開拓を通じた独

創的、画期的な研究基盤を前提に、高度な研究能力を有する人材育成の機能を持つ教育研究拠点（人

材養成の場）を形成するものであって、将来の発展性が見込まれる計画であること。 

④２１世紀ＣＯＥプログラムに採択されている拠点については、２１世紀ＣＯＥプログラムで期待さ

れた成果が十分に得られていること。 

⑤他の大学等（国内外の研究機関を含む）との連携による取組については、拠点となる大学及び将来

的な拠点構想が明確となっており、その連携が拠点形成に必要不可欠であること。 
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39
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105
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37申請件数

採択件数

生命科学分野 科学、材料科学分野 情報、電気、電子分野 人文科学分野 学際、複合、新領域分野

 
         ＊グローバル COEプログラム ウェブサイト  

http://www.jsps.go.jp/j-globalcoe/index.html 
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